
第二期福島県医療費適正化計画

「新生ふくしま健康医療プラン」実績評価（概要版）

１ 第二期計画について

２ 医療費の動向

・ 本計画は、高齢者の医療の確保に関する法律に基づき策定したものであり、第二期計画の計画期間は平成２５年度から平成
２９年度までの５年間。

・ 県民の健康の保持増進や医療の効率的な提供等を通じて、医療費の過度な伸びを抑制し適正化することを目的として、「第
二次健康ふくしま２１計画」、「第６次福島県医療計画」、「第五次福島県介護保険事業支援計画」とそれぞれ調和を図っ
ている。

・ 計画終了翌年度に、目標の達成状況及び施策の実施状況の調査・分析を行うこととされる。

福島県 326.5 

全 国 332
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平成２８年度 一人当たり医療費（千円）

平成２８年度における本県の一人当たり

県民医療費は３２６.５千円で、全国平均

の３３２千円を下回り、全国で１８番目

に低い医療費だった。

３ 実施した施策

４ 実績

項 目 目標値（平成２９年度） 実績値（平成２８年度） 全国順位 今後の課題

①特定健康診査の実施率 ７０％以上 ５１．１％ １８位 ○ 特定健康診査・特定保健指導の実施率は全国平均並かやや
上回って推移しているが、目標を大きく下回っており、引
き続き受診率向上の取組が必要。

○ メタボリックシンドローム該当者・予備群者の割合は震災
以降増加。該当者の割合は全国ワースト３位となっており、
今後も重点的な対策が必要。

○ 喫煙率は男女ともに全国平均を上回っており、健康への影
響を鑑み、喫煙・受動喫煙対策に重点的に取組む必要あり。

②特定保健指導の実施率 ４５％以上 ２３．５％ １７位

③メタボリックシンドローム
該当者・予備群者の減少率

平成２０年度と比べて
２５％以上の減少

▲２．８５％
（２．８５％増加）

４１位

④喫煙率 １７％以下
男性:２７％以下女性:７％以下

２２．３％
男性:３４.４％女性:１０.８％

ワースト４位

項 目 目標値（平成２９年度） 実績値（平成２８年度） 全国順位 今後の課題

①平均在院日数 ３０．４日以内 ２８．５日 ２１位
※低い方から

○ 平均在院日数については目標を達成できたが、精神障が
い者の長期入院が課題となっていることから、退院後生
活環境相談員等による入院早期からの支援を行うなどの
取組が必要。

○ 後発医薬品の数量シェアでは、目標を達成しているが、
制度別に見ると後期高齢者におけるシェアが全国平均を
下回っており、引き続き使用促進に向けた取組が必要。

②後発医薬品の数量シェ
ア

旧指標：３０％以上
新指標：７０％以上

旧：５０．５％
新：７３．０％
（平成２９年度）

旧:３３位
新:３３位

15.4%

15.0%
15.2%

15.8%

16.3%
16.5%

17.1% 17.1%
17.3%

14.4% 14.3% 14.4%
14.6%

14.5%
14.3%

14.4% 14.4%

14.8%

13.5%

14.5%

15.5%

16.5%

17.5%

平成20年度

(2008)

平成21年度

(2019)

平成22年度

(2010)

平成23年度

(2011)

平成24年度

(2012)

平成25年度

(2013)

平成26年度

(2014)

平成27年度

(2015)

平成28年度

(2016)

メタボリックシンドローム該当者の割合

福島県（メタボ該当者） 全国（メタボ該当者）

震災以降の増加率が高く、
平成28年度（2016）実績で

全国ワースト３位

○ 県民の健康の保持の推進に関する目標・実績等

○ 医療の効率的な提供の推進に関する目標・実績等

５ 医療費推計と実績の比較

６ 総評及び今後の取組

第二期計画期間において様々な施策によって震災の影響に配慮した健康づくり及び県民生活の維持・向上に努めてきたが、依然
として本県にとって厳しい状況が続いている。今後は、昨年３月に新たに策定した第三期計画の実行を通じ、関係機関と連携の上、
県民の健康の保持の推進、医療の効率的な提供の推進に引き続き取り組む。

○ 県民の健康の保持の推進に関する取組
・ 知事を先頭に、関係団体と共働して「（仮称）健康長寿ふくしま会議」を立ち上げ、オール福島の体制で県民の健康づくり

に取り組む。
・ 特定健診・保健指導の実施率が高い地域等について要因分析し、効果的な取組例等の情報提供を通じた横展開など、市町村

等を支援する。
・ メタボリックシンドロームを未然に防ぐため、より多くの県民が健康づくりに取組むよう機運の醸成と環境づくりを進める。
・ 関係団体と連携しながら喫煙の害及び受動喫煙防止に関する情報提供・普及啓発を実施する。

○ 医療の効率的な提供の推進に関する取組
・ 在宅医療提供体制の強化や県民理解を促す啓発のほか、関係団体等とも連携し、在宅医療・介護連携の推進を支援する。
・ 精神障がい者の早期退院や地域移行を促進するため、入院早期からの支援等を行う。
・ 県民に対しての講習会の実施や、医療機関・薬局に対しては中核病院等の後発医薬品採用リスト等の公表等を通して、後発

医薬品の普及・啓発に取り組む。

※ 喫煙率の出典である「国民生活基礎調査」及び平均在院日数の出典である「病院報告」は、
年度単位ではなく年単位の統計のため、「年度」を「年」と読み替える。

○ 県民の健康の保持の推進に関する施策

東日本大震災の影響に配慮した健康づくり 生活習慣病の発症と重症化予防の徹底 市町村国保における医療費適正化対策に対する支援

● 被災者への健康支援
・ 被災市町村への専門職の確保・配置
・ 栄養士や歯科衛生士を被災市町村へ派遣
・ 心のケアセンターを県内各地域に設置

● 県民健康調査による取組
・ 基本調査の実施
・ 甲状腺検査の実施
・ 避難区域等を対象とした健康診査の実施
・ 心の健康度・生活習慣に関する調査の実施
・ 妊産婦に関する調査の実施

● 一次予防の推進（発症予防）
・ 福島【健】民パスポート事業
・ 減塩＆野菜を食べようキャンペーン
・ 「空気のきれいな施設認証制度」を創設

● 二次予防の推進（早期発見・早期治療）
・ 特定健康診査・特定保健指導に携わる担当
者に対する研修会の開催

・ 市町村職員のためのがん検診受診率向上等
事例研究会の開催

・ がん検診受診啓発イベントの開催

● 市町村国保
・ 福島県市町村国保広域化支援方針の改定
・ レセプト点検研修会の開催
・ データヘルス計画策定
・ 特定健康診査・特定保健指導に関する保険
者に対する個別指導等の実施

● 後期高齢者医療
・ 後期高齢者医療広域連合への技術的助言
・ 市町村への技術的助言

○ 医療の効率的な提供の推進に関する施策

東日本大震災・原子力災害への対応 医療機能の分化・連携 在宅医療の推進

● 医療提供体制
・ 医療従事者の人材確保に関する支援
・ 避難地域の医療提供体制の再構築
・ 浜通り地方の二次・三次救急医療の強化

● 福祉提供体制
・ 福祉・介護人材の定着促進・育成・確保・
再就職支援

・ 仮設住宅等へ避難している高齢者に対して
の支援

・ 福島県地域医療構想の策定
・ かかりつけ医・かかりつけ歯科医師への支援
・ 各地域がん診療連携拠点病院において、各地
域の医師会等と連携し、地域連携クリティカ
ルパスを作成

・ 病床機能分化・連携を推進するための病院施
設・設備整備の支援

・ 訪問看護人材育成
・ 地域包括ケアに関する研修会支援事業
・ 認知症対策（地域支援関係者・医療従事者等
に対する対応力向上研修の実施 等）

・ サービス付き高齢者向け住宅登録制度の普及
・ 登録を受けようとするサービス付き高齢者向
け住宅の審査、登録後の訪問・助言

医療と介護の連携 精神障がい者の地域移行 後発医薬品の使用促進

・ 福島県在宅歯科医療連携室の設置運営
・ 地域包括支援センター職員研修
・ 自立支援型地域ケア会議の立ち上げ
・ 地域リハビリテーション支援体制整備推進
・ たんの吸引等が実施可能な介護職員の養成
・ 退院調整ルールの策定・運用

・ 地域住民等向け理解促進研修
・ 精神障がい者ピアサポーター雇用に関する理
解促進研修

・ 精神科訪問看護人材育成支援事業
・ 授産事業振興対策事業への支援
・ 障害者就業・生活支援センターの設置・運営
支援

・ 日常生活自立支援事業

・ 福島県後発医薬品安心使用促進協議会におけ
る協議

・ 後発医薬品使用実態アンケートの実施
・ 福島県後発医薬品研修会（医療従事者向け）
の開催

・ 後発医薬品安心使用促進の啓発（出前講座
（一般向け））

・ 後発医薬品採用基準及び採用品目リスト作成

出典：特定健康診査・特定保健指導に関するデータ（厚生労働省）

出典：国民医療費（厚生労働省）

適正化後（補正後：◆）と実績（●）
との差額は２８９億円

出典：国民医療費（厚生労働省）、
医療費推計ツールVer.2（厚生労働省提供）
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